
平成27年度事業概要

国土交通省
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近畿地方整備局 事務所所在地

近畿地方整備局
近畿地方整備局（港湾空港関係）
近畿地方整備局（保全指導・監督室）
福井河川国道事務所
足羽川ダム工事事務所
琵琶湖河川事務所
大戸川ダム工事事務所
滋賀国道事務所
福知山河川国道事務所
京都国道事務所
舞鶴港湾事務所
淀川河川事務所
猪名川河川事務所
大和川河川事務所
大阪国道事務所
浪速国道事務所
大阪港湾・空港整備事務所
姫路河川国道事務所
豊岡河川国道事務所
六甲砂防事務所
兵庫国道事務所
神戸港湾事務所
紀伊山地砂防事務所
奈良国道事務所
和歌山河川国道事務所
紀南河川国道事務所
和歌山港湾事務所
木津川上流河川事務所
九頭竜川ダム統合管理事務所
淀川ダム統合管理事務所
紀の川ダム統合管理事務所
近畿技術事務所
神戸港湾空港技術調査事務所
国営明石海峡公園事務所
国営飛鳥歴史公園事務所
京都営繕事務所

540-8586 大阪市中央区大手前1-5-44 大阪合同庁舎第1号館
650-0024 神戸市中央区海岸通29 神戸地方合同庁舎
530-0005 大阪市北区中之島4-1-6
918-8015 福井市花堂南2-14-7
918-8239 福井市成和1-2111（ポラリスビル）
520-2279 大津市黒津4-5-1
520-2144 大津市大萱1-19-32
520-0803 大津市竜が丘4-5
620-0875 福知山市字堀小字今岡2459-14
600-8234 京都市下京区西洞院通塩小路下る南不動堂町808
624-0946 舞鶴市字下福井910
573-1191 枚方市新町2-2-10
563-0027 池田市上池田2-2-39
583-0001 藤井寺市川北3-8-33
536-0004 大阪市城東区今福西2-12-35
573-0094 枚方市南中振3-2-3
552-0007 大阪市港区弁天1-2-1-1500オーク1番街
670-0947 姫路市北条1-250
668-0025 豊岡市幸町10-3
658-0052 神戸市東灘区住吉東町3-13-15
650-0042 神戸市中央区波止場町3-11
651-0082 神戸市中央区小野浜町7-30
637-0002 五條市三在町1681
630-8115 奈良市大宮町3-5-11
640-8227 和歌山市西汀丁16 
646-0003 田辺市中万呂142
640-8404 和歌山市湊薬種畑の坪1334
518-0723 名張市木屋町812-1
912-0021 大野市中野29-28 
573-0166 枚方市山田池北町10-1 
637-0002 五條市三在町1681
573-0166 枚方市山田池北町11-1
651-0082 神戸市中央区小野浜町7-30
650-0024 神戸市中央区海岸通29 神戸地方合同庁舎
634-0144 奈良県高市郡明日香村大字平田538
606-8395 京都市左京区丸太町川端東入ル東丸太町34-12 京都第二地方合同庁舎

06（6942）1141
078（391）7571
06（6443）1791
0776（35）2661
0776（27）0642
077（546）0844
077（545）5675
077（523）1741
0773（22）5104
075（351）3300
0773（75）0844
072（843）2861
072（751）1111
072（971）1381
06（6932）1421
072（833）0261
06（6574）8561
079（282）8211
0796（22）3126
078（851）0535
078（334）1600
078（331）6701
0747（25）3111
0742（33）1391
073（424）2471
0739（22）4564
073（422）8186
0595（63）1611
0779（66）5300
072（856）3131
0747（25）3013
072（856）1941
078（331）0057
078（392）2992
0744（54）2662
075（752）0505

http://www.kkr.mlit.go.jp/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kantoku/
http://www.kkr.mlit.go.jp/fukui/
http://www.kkr.mlit.go.jp/asuwa/
http://www.biwakokasen.go.jp/
http://www.kkr.mlit.go.jp/daido/
http://www.kkr.mlit.go.jp/shiga/
http://www.kkr.mlit.go.jp/fukuchiyama/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/kyoto/index.php
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/maizuruport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/yodogawa/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/inagawa/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/yamato/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/osaka/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/naniwa/index.php
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/osakaport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/rokko/
http://www.kkr.mlit.go.jp/hyogo/
http;//www.pa.kkr.mlit.go.jp/kobeport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kiisanchi/
http://www.kkr.mlit.go.jp/nara/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/wakayama/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kinan/index.php
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/wakayamaport/index/index.html
http://www.kkr.mlit.go.jp/kizujyo/ 
http://www.kkr.mlit.go.jp/kuzuryu/
http://www.kkr.mlit.go.jp/yodoto/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kinokawa/index.php
http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/kobegicyo/
http://www.kkr.mlit.go.jp/akashi/
http://www.kkr.mlit.go.jp/asuka/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kyoei/
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●近畿地方整備局は、福井県・滋賀県・京都府・大阪府・
　兵庫県・奈良県・和歌山県の全域と三重県の一部地
　域を管轄しています。
●福井県の港湾・空港関係業務は北陸地方整備局の管
　轄になります。
●淀川河川事務所では公園の整備も行っています。

本

そ の 他

局

近畿地方整備局 概要
所掌事務

近畿地方整備局の組織体制

総務部
6課

企画部
7課

建政部
5課

河川部
6課1センター

道路部
8課

港湾空港部
6課2室1センター

営繕部
4課1室

用地部
3課

事務所
33事務所

出張所

■職員の人事及び福利厚生、公文書類の接受、発送及び審査、情報公開、個人情報の
保護、予算、決算及び会計、入札及び契約、国有財産管理、公益法人の監督

■国土計画、地方計画、各公共事業間の調整、広域にわたる河川計画、幹線道路網計
画の調整、自然災害等による公共土木施設の応急復旧等、防災業務計画の策定等、
直轄事業の技術及び管理の改善、積算基準、土木工事検査、土木技術の向上、公共
工事の品質確保、公共工事の費用の縮減、土木工事の統計及び報告、直轄建設工
事の労働力及び資材の需給動向調査、土木技術者の養成、土木工事用材料試験、
施工の方法、建設機械の整備及び運用、電気通信施設の整備計画、施工、監督及び
検査、情報システム整備及び管理

■国土計画・地方計画・都市計画、土地収用、建設業等の許可、指導及び監督、宅地建
物取引業の免許及び監督、マンション管理業及び不動産鑑定業の登録及び監督、
地価の公示等宅地開発事業の指導及び監督、土地区画整理事業の施行、指導、監
督及び助成、まちづくり事業、街路事業、古都保存に関する計画・調査・調整及び事
業の助成、都市公園事業の指導、監督及び助成、国営公園の整備及び管理、下水道
事業の指導、監督及び助成、住宅整備事業の指導、監督及び助成、一級建築士の登
録等、指定確認検査機関の指定等

■河川等の行政監督、直轄河川の管理、河川における砂利採取業者の監督、河川等、
水資源の開発又は利用のための施設、砂防設備、地すべり防止施設、海岸に関する
直轄事業の計画、設計、施工及び検査、河川整備計画、洪水予報、水防警報

■公有水面の埋立て及び干拓の免許の許認可、地方公共団体等が行う河川事業等の
指導、監督及び助成

■道路の行政監督、直轄国道の管理、道路整備保全計画、共同溝の整備、道路整備等
長期計画、直轄国道工事の施工、直轄国道の環境対策及び交通安全対策
■地域道路の整備の調整、指導及び監督、指定区間外の一般国道、都道府県道及び
市町村道の助成、地方道路公社の設立許可、立入検査

■港湾の整備、航路の整備及び管理、海洋汚染の防除、港湾内の海岸の整備及び管
理、空港の土木施設の整備及び災害復旧
■港湾の利用、保全及び管理、港湾内の公有水面埋立及び干拓の認可
■港湾関係補助事業の指導、監督及び助成

■営繕工事の企画及び立案、営繕工事の設計、積算、設計基準の設定、施工の促進、
指導、監督及び検査
■官庁施設に関する実態調査及び保全の実地指導

■直轄事業に係る土地等の買収
■直轄事業の起業者又は施行者として行う土地等の権利の収用又は使用
■土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準に関すること
■補償コンサルタント登録

■大阪府8カ所・兵庫県7カ所・京都府4カ所・奈良県4カ所・滋賀県3カ所・和歌山県
3カ所・福井県3カ所・三重県1カ所の合計33カ所に配置事務所の出先機関

　近畿地方整備局は大阪市及び神戸市に所在し、内部組織として総務、企画、建政、河川、道路、港湾空港、営繕及び
用地の8部に、45課、3室、2センターが置かれ（港湾空港関係は、神戸市に所在）、各業務を担当しています。
　この業務を分掌させるために33事務所が設置されており、また、事務所の事務を分掌させる73出張所が設置され
ています。
　なお、職員は平成27年4月10日現在で2,269名在職し、業務を遂行しています。

73出張所

●人事課
●総務課
●会計課
●契約課
●経理調達課
●厚生課

●水政課
●河川計画課
●地域河川課
●河川環境課
●河川工事課
●河川管理課
●水災害予報センター

●路政課
●道路計画第一課
●道路計画第二課
●地域道路課
●計画調整課
●道路工事課
●道路管理課
●交通対策課

●港湾管理課
●港湾計画課
●港湾事業企画課
●港湾空港整備・補償課
●海洋環境・技術課
●港湾空港防災・危機管理課
●港湾物流企画室
●品質確保室
●近畿圏臨海防災センター

●企画課
●広域計画課
●防災課
●技術管理課
●技術調査課
●施工企画課
●情報通信技術課

●計画管理課
●建設産業課
●都市整備課
●住宅整備課
●建築安全課

●計画課
●調整課
●整備課
●技術・評価課
●保全指導・監督室

●用地企画課
●用地補償課
●用地対策課

平成27年6月  作成

当初 予備費 補正

当初 地域自主 予備費 補正

経済・地域の活性化、安全・安心の確保

33,837 33,951 33,825 33,605
22,529 22,762 22,935 22,883 33,111 33,174 
229 444

2255 2297 3381 11,407

2230 2219 11,365
7754
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110,026 99,561 
88,678 88,474 77,808 

55,376 55,182 
66,186 66,436 66,903 

8827 11,626 
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4414 
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11,271 2227 
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平成１８年度以降の当初・補正 予算額⼀覧 （直轄・ゼロ国除く）

当 初 補 正 当 初 補 正 当 初 補 正 当 初 補 正 当 初 補 正
83,889 5,808 77,845 14,140 82,722 9,563 75,510 28,003 52,255 5,589

598 0 599 0 552 20 723 1,189 843 120
267,206 14,693 273,484 12,400 252,735 22,035 256,270 35,500 186,107 17,129
24,698 225 35,341 452 37,937 4,315 18,626 75,718 6,581 210
3,229 0 3,391 0 4,238 0 4,170 200 3,159 0

379,620 20,726 390,660 26,992 378,184 35,933 355,299 140,610 248,945 23,048
2,347 4,822 2,655 2,702 3,209 2,187 3,884 60 3,647 0
1,769 0 1,789 0 1,109 0 1,349 0 303 0

383,736 25,548 395,104 29,694 382,502 38,120 360,532 140,670 252,895 23,048

当 初 補 正 当 初 補 正 当 初 補 正 当 初 補 正 当 初 補 正
59,376 4,602 68,919 41,279 72,241 16,035 76,522 3,922 77,859 －
2,096 50 2,478 512 2,089 0 2,302 0 1,525 －

180,225 15,236 184,282 82,952 173,705 47,469 189,623 12,583 196,462 －
22,545 250 23,193 10,282 28,217 11,518 33,607 1,000 34,544 －
4,839 0 3,335 56 3,883 150 4,210 0 4,954 －

269,081 20,138 282,206 135,081 280,134 75,172 306,264 17,504 315,344 －
6,308 1,751 11,272 1,437 8,142 260 4,847 313 2,068 －

834 0 0 0 0 0 0 0 0 －
276,223 21,889 293,478 136,518 288,276 75,432 311,111 17,817 317,412 －

（単位：百万円）

（ ⼀ 般 公 共 計 ）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

官 庁 営 繕
空 港

（ 合 計 ）

平成２３年度

治 ⽔
海 岸
道 路 整 備
港 湾
国 営 公 園 等

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

治 ⽔
海 岸
道 路 整 備
港 湾
国 営 公 園 等

（ ⼀ 般 公 共 計 ）
官 庁 営 繕
空 港

（ 合 計 ）
※平成２２年度より、業務取扱費を除いている。

平成２２年度

平成２７年度

中国自動車道
中国自動車道
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和歌山県

奈良県

滋賀県

兵庫県

大阪府

京都府

福井県

開 通 済

凡　　例

事 業 中

調 査 中

近畿圏の高規格幹線道路網等

宇治川

木津川

桂川

琵琶湖

鳴鹿大堰

真名川ダム

九頭竜ダム

日吉ダム

加古川大堰

天ヶ瀬ダム

紀の川大堰

猿谷ダム

大滝ダム

上野遊水地

比奈知ダム

青蓮寺ダム室生ダム

布目ダム

高山ダム

一庫ダム

足羽川ダム
（建設中）

大戸川ダム（建設中）

丹生ダム
（建設中）

川上ダム（建設中）
淀川大堰

平成26年8月豪雨

（京都府福知山市）

田口田口

葛城葛城

約60km
鷲峰山

約60km
鷲峰山

六甲六甲

明治 ７年　３月 内務省大阪土木寮設置。
明治 ８年　５月 内務省土木寮大阪分局に改称。
明治１０年　１月 内務省淀川出張土木局（淀川工営場）に改称・改組。
明治１９年　７月

明治２７年　７月 第五区土木監督署に改称、管轄区域を近畿地方及び徳島県・高知県に変更。
明治３８年　４月 内務省大阪土木出張所に改称、改組、土木監督の業務を本省に移管し、直轄土木工事のみを施工することとなる。
大正 ８年　４月 内務省神戸土木出張所が新設され、大阪土木出張所の管轄区域が変更となる。
昭和１８年１１月

昭和２０年  ５月 運輸逓信省第三港湾建設部が官制改正により運輸省第三港湾建設部となる。
昭和２３年  １月 内務省近畿土木出張所が総理府建設院近畿地方建設局に改称、総理府の外局である建設院の地方支部局となる。
昭和２３年  ７月 総理府建設院近畿地方建設局が建設省の発足に伴い、建設省近畿地方建設局に改称。
昭和２７年  ８月 運輸省第三港湾建設部が運輸省第三港湾建設局と改称。
昭和３３年１２月 建設省近畿地方建設局が大阪市西区土佐堀通2丁目6から、現在の中央区大手前1丁目5番44号大阪合同庁舎1号館へ移転。
昭和４０年  ５月

平成１３年  １月 省庁再編により建設省近畿地方建設局と運輸省第三港湾建設局とが統合され、国土交通省近畿地方整備局が誕生。

土木監督署管制の制定により、第四区土木監督署に改組、中部地方西部及び近畿一円の直轄工事の施工と管轄府県の土木事業の監督を行う。

港湾部門が運輸逓信省第三港湾建設部となる。
大阪土木出張所が内務省近畿土木出張所に改称され、港湾部門の運輸逓信省移管に伴い神戸土木出張所と統合、中国四国土木出張所の新設に伴い管轄区域が兵庫県以東に
変更となる。

運輸省設置法の一部改正により、空港土木工事が運輸省第三港湾建設局の所管となる。
工務課空港係新設。

道路道路
防災・減災対策

高度成長期以降に整備した道路の急速な老朽化に対応するため、各々の施設の特徴を踏まえた
適切な点検による現状確認と、その結果に基づく的確な修繕の実施が不可欠です。例えば、橋梁

においては、建設後50年を超える橋梁数の全管理橋梁数に占める割合が、現在の30%から20年後には約66%に急激に増加しま
す。これら橋梁の長寿命化を図るため、道路点検（橋梁、トンネル等の点検）を実施して健全性を着実に把握し、診断、措置等を戦略
的なメンテナンスサイクルで実施していきます。このサイクル結果を記録し長寿命化計画に反映させることで計画的に修繕を実施で
き、また、大規模な修繕に至る前に予防的な修繕を行う事で、老朽化対策を推進します。他にも市町村道路等を管理する地方自治
体に対して、研修や講習会及び市町村管理橋梁の点検・診断に係る様々な技術支援の取組を実施しています。

道路の老朽化対策

■架設から50年経過した橋梁割合の推移
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災害に強い広域ネットワークを構築するため、今後想定される地
震、津波発生時や豪雨災害によって、現道が寸断することにより
広域交通に影響を及ぼすおそれがある区間について、代替性の
確保のための主要都市間等を連絡する高規格幹線道路等の整
備を推進します。

広域道路ネットワークの整備推進

メンテナンスサイクル

反映

長 寿 命 化 計 画
充実

点 検

診 断

記 録

措 置
・補修
・経過観察
・通行規制

など

自治体への支援　橋梁技術研修会の状況

研修会における現場実習状況

暮らしの安全・安心の確保
事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進

　より効率的・効果的な交通事故対策事業を推進するため、「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）」
の取り組みを進めています。
　「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦」は、事故が多発する幹線道路を対象に、過去の事故データ
や地域の声に基づいた事故の危険性の高い区間を選定し、警察等と連携した重点的な対策を推進します。

通学路等における安全で安心な歩行空間の創出

　文部科学省及び警察庁と連携して実施した通学路における緊急合同点検の結果等を踏まえ、歩道整備
や防護柵設置等の対策を行うことにより、安全で安心な歩行空間を確保する取組を推進します。
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　直下型地震等における避難、救
援、物資輸送ルートの確保や迅速か
つ円滑な物流の実現、国際競争力
の強化、交通渋滞の緩和等を図るた
め、環状道路の整備を推進します。

近畿圏環状道路の整備推進
経済・地域の活性化

対策実施例（歩道整備） 対策実施例（歩行者自転車道通行環境の整備）

港湾空港港湾空港 営繕営繕
　和歌山下津港海岸（海南地区）の背後地域には、行政・防災中枢機能や高付加価値製品製造企業が集積しており、南海トラ
フ地震など大規模地震が発生した場合に甚大な被害の発生が危惧されています。このため人命・財産はもとより、これら施設の
防護のため海岸保全施設の整備を推進します。

　我が国の産業競争力の強化、ひいては国民の雇用と所得の維持・創出を図るため、｢集貨｣｢創貨｣｢競争力強化｣の3本柱の
施策を総動員し、ハード・ソフト一体の国際コンテナ戦略港湾政策を深化・加速することにより、我が国に寄港する基幹航路の維
持・拡大を図ります。

和歌山下津港海岸　津波対策の推進

経済・地域の活性化
ハード・ソフト一体とした国際コンテナ戦略港湾施策の推進

防災・減災
防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等 官庁施設の老朽化対策

平成２７年度官庁営繕関係事業は、官庁施設の地震、津波対策を推進するた
め、防災拠点となる官庁施設の防災機能を強化するとともに、官庁施設の老朽
化対策を推進する。

【長寿命化のイメージ】【建替による耐震性能の強化】
串本海上保安署

「津波防災地域づくり」の進め方

　将来起こりうる津波災害の防止・軽減のため、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防護」
による「津波防災地域づくり」として、自治体が取り組む津波に強い地域づくりを支援します。

津波防災地域づくりの推進

・被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき、対策
を講ずることが重要。
・そのため、海岸保全施設等のハード対策によって津波による
被害をできるだけ軽減する。
・それを超える津波に対しては、ハザードマップの整備など、避難
することを中心とするソフト対策を重視する。

最大クラスの津波に対する基本的な考え方

推進計画の
作成に参加

警戒区域等
の指定検討

国

都道
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市町村
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本
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津波浸水想
定の設定

（注２）
基礎調査

推進計画の作成

津波防災地域
づくりの実施

推進計画の事業
警戒避難体制の整備

建築制限等
等

推進計画の
作成に参加
（直轄事業）

（注１）東海・東南海・南海地域を想定したモデルケース

（注２）国による断層モデルの提示を待たずに津波浸水想定を設定することも可能

（注３）一つのモデルケースであり全ての措置が同時に開始するとは限らない

結果の
提供

中央防災会議による
断層モデルの検討結
果の提供（注２）

基礎調査

　近年、局地的な大雨による水災害が増加しており、
その対策として、高精度、高頻度の観測が可能な高
性能小型レーダを整備し、観測データ配信の時間短
縮により危機管理対応力の強化を図っています。
　また、観測から得られるデータから局地的な大雨の
予測や早期検知手法の検討を行っていきます。

局地的豪雨の観測強化・情報伝達の迅速化

■社会資本整備総合交付金
・国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を
生かせる総合的な交付金として平成22年度に創設。

■防災・安全交付金
・地域住民の命と暮らしを守る総合的な老朽化対策や、事前防災・減災対策の取組み、地域における総合的な生活空間の安全確保
の取組みを集中的に支援するため、平成24年度補正予算において創設。

社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金

◇ これまで事業別にバラバラで行ってきた関係事務を一本化・統一化
◇ 計画に位置付けられた事業の範囲内で、地方公共団体が国費を自由に充当可能
◇ 基幹となる社会資本整備事業の効果を一層高める事業についても、創意工夫を生かして実施可能

両交付金の特長（個別補助金との違い）

個別補助金
を原則廃止

社会資本
整備総合
交付金 地域自主

戦略交付金
（廃止）

防災・安全交付金

社会資本整備総合交付金

交付金

＜従前の補助金＞

．．

道路 まちづくり

河川 下水道

砂防 住宅

海岸 港湾

檜隅寺跡周辺
環境保全エリア

歴史的風土
保全活用エリア

歴史体験
学習エリア

キトラ古墳周辺
環境保全エリア
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体験歴史学習館（イメージ）
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豊かな暮らしの実現
国営公園の整備促進
近畿では、３つの国営公園を
整備・管理しています。
・近畿圏における広域レクリエーション需要の増大に応える
・豊かな自然環境を守り育てる
・自然とふれあい、人と人の交流の場となる
・歴史・文化的遺産の保存・活用を図る
など、各公園毎に役割を分担しながら、多くの方に利用して
いただけるように、整備を進めるとともに、適切な管理に努
めています。

　キトラ古墳周辺地区については、特別史跡キトラ古墳や史跡檜隈
寺跡の周辺環境の保全や体験学習の場の整備を行っています。

復興・防災対策

　近年、近畿地方では台風や集中豪雨などにより各地で甚大な浸水被害が発生しています。このような浸水被害を再び受けないよ
うに、河道掘削や築堤、砂防堰堤などの緊急かつ集中的な治水対策を行っています。

　近年激化する洪水や地震・津波などの大規模災害に対して、未然に被害を防止、軽減するために、予防的な治水対策を行ってい
ます。また、老朽化する河川管理施設の維持管理や河川環境の保全に努めています。

近年頻発する災害への対応

河川事業（10水系：新宮川水系、紀の川水系、大和川水系、淀川水系、加古川水系、 揖保川水系、円山川水系、由良川水系、北川水系、九頭竜川水系）
ダム事業（3箇所：大戸川ダム、天ケ瀬ダム再開発、足羽川ダム）
地すべり対策事業（1箇所：亀の瀬地区）

砂防事業（4箇所：木津川水系、六甲山系、九頭竜川水系、紀伊山地）
海岸事業（1箇所：東播海岸）

河川河川
予防的な治水対策

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園（飛鳥区域）の整備について

古都京都の文化財古都京都の文化財

能　楽能　楽

姫路城姫路城

古都奈良の文化財古都奈良の文化財

法隆寺地域の仏教建造物法隆寺地域の仏教建造物

人形浄瑠璃文楽人形浄瑠璃文楽
古都京都の文化財
京都祇園祭の山鉾行事京都祇園祭の山鉾行事京都祇園祭の山鉾行事

法隆寺地域の仏教建造物

人形浄瑠璃文楽
歌舞伎歌舞伎歌舞伎

能　楽

姫路城

古都奈良の文化財
題目立題目立題目立

姫路城

紀伊山地の霊場と参詣道紀伊山地の霊場と参詣道紀伊山地の霊場と参詣道

凡例 ：  　 世界遺産　    無形文化遺産

■世界遺産・無形文化遺産の分布

那智の田楽那智の田楽那智の田楽

全国における近畿の特徴を示すデータ

■ 南海トラフの巨大地震による最大クラスの震度分布

■ 各都市圏の環状道路整備状況

■ 大阪平野（大阪市中心部）の特徴

資料:「道路統計年報2014」

■一級河川の延長

直轄河川堤防整備率

直轄河川堤防整備率

資料 ： 国土交通省 水管理 ・ 国土保全局 一級河川の河川延長等調（平成２6年４月３０日現在）

資料 ： 国土交通省 水管理 ・ 国土保全局 直轄河川管理施設状況（平成２6年３月末現在）

■一般国道の指定区間延長

■市街化区域の面積

整備率

整備率

全国 63.7％

近畿 54.2％

資料:平成25年都市計画年報（H25.3.31現在）

全国計 1,447,771ha 近畿計 254,163.9ha（17.6％）

全国計
88,068.0km

近畿計
10,384.6km（11.8％）

全国 65.4％

近畿 50.4％

全国計 23,516.8km 近畿計 2,148.1km（9％）

※整備率= 整備済延長
実延長

※堤防整備率= 計画断面延長
堤防必要延長

（三重県を除く２府５県）

■下水道処理人口普及率

資料：公益社団法人 日本下水道協会（平成26年3月31日）
※福島県除く（全国平均）
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■一人当たりの都市公園面積

※都道府県には政令市分は含まない。
資料:「都市公園データベース」平成26年3月31日現在
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整備率 ６７％
整備率：H 2 7年４月末時点

整備率 ７０％
整備率：H 2 7年４月末時点

■ 阪神港取扱貨物の推移

資料:近畿地方整備局 調べ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外国人観光客の訪問率

国宝指定件数

世界遺産（文化資産）件数

域内総生産

人口

面積

近畿 その他

29.4% 70.6%

55.4% 44.6%

35.7% 64.3%

16.2% 83.8%

17.0% 83.0%

8.3% 91.7%

資料:地震時等に著しく危険な密集市街地（H24.10.12 公表）

■地震時等に著しく危険な密集市街地の分布

面積：国土地理院平成2６年全国都道府県市区町村別面積調査
人口：総務省平成22年国勢調査
域内総生産：内閣府平成2４年県民経済計算

世界遺産（文化資産）件数：文化庁世界遺産（文化遺産）ＨＰ
外国人観光客の訪問率：観光庁平成2６年訪日外国人消費動向調査
(各都道府県ごとの訪問者数の合計数に対する近畿各府県ごとの訪問者数の合計の割合）

整備率 ６８％
整備率：H 2 7年４月末時点

諸外国と近畿
GDP各国比較

アメリカ合衆国
中国
日本
ドイツ
フランス

16,768
9,181
4,921
3,730
2,806

イギリス
ブラジル
ロシア
イタリア
インド

2,679
2,244
2,097
2,150
1,938

カナダ
スペイン
オーストラリア
メキシコ
韓国

1,839
1,358
1,531
1,259
1,305

近畿
インドネシア
トルコ
オランダ

974
868
822
854

総務省統計局　世界の統計2015
各国は2013、近畿は2012

防災・減災対策
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阪神港におけるコンテナ貨物取扱量の推移

輸出 輸入 移出 移入

阪神淡路大震災

（平成7年1月）

米国同時多発テロ

（平成13年9月）

リーマンショック

（平成20年9月）

国際コンテナ戦略港湾選定

（平成22年8月）

コ
ン
テ
ナ
取
扱
量
（
万万
Ｔ
Ｅ
Ｕ
）

平成25年台風18号

（京都府舞鶴市）

←

由
良
川

大川橋

由良川床上浸水対策特別緊急事業由良川床上浸水対策特別緊急事業

由良川緊急治水対策

堤防を乗り越える洪水

桂川緊急治水対策桂川緊急治水対策

平成25年台風18号

（京都府京都市）

事業名 主な内容

熊野川激甚災害対策特別緊急事業 河道掘削、築堤、橋梁補強など

紀伊山地特定緊急砂防事業
河道閉塞対策、大規模斜面崩壊対策、
土石流対策

桂川緊急治水対策 河道掘削など

由良川緊急治水対策 河道掘削、築堤、宅地嵩上げなど

由良川床上浸水対策特別緊急事業 ポンプ増強など

紀伊山地特定緊急砂防事業紀伊山地特定緊急砂防事業

平成23年台風12号

（奈良県五條市）

熊野川激甚災害対策特別緊急事業熊野川激甚災害対策特別緊急事業

平成23年台風12号

（三重県紀宝町）

年台風1

由良川の輪中堤整備と地域の再生

整備効果事例

多⽬的グラウンド

野迫川村北股地区において砂防堰堤の整備により、
避難指⽰が解除。６０余名の住⺠が地区内に帰還

紀伊半島大水害から３年 ～復興への第一歩～

整備効果事例

京都府の圃場整備を国の輪中堤整備と併
せて⼀体的に整備。耕作放棄地の解消。

多⽬的グラウウウウウウウウウウウウウウウウウンンンンンンンンンンンンンンンンンドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドドド

耕作放棄地

耕作地

高齢で耕作ができず、後継者もいないので農地が荒れていくのを見ているしかなかっ

たけど、営農組合で耕作してもらえるので農地が荒れずに助かっています。
（千原地区：70代女性）

最⼤2ｈａ超の
圃場整備

▲圃場整備における茶の作付け

整備後

17.3ha

8.7ha
26.0ha

耕作地

耕作放棄地
がゼロに

○地域の声

北股地区

H26年3⽉ 国交省施⼯
砂防堰堤完成

H26年6⽉ 奈良県施⼯
砂防堰堤完成

圃場整備区域
輪中堤（国）

● 野迫川村の避難者数の推移

（人）
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平成26年7月1日
避難指示解除

鳴鹿大堰

真名川ダム

九頭竜ダム

日吉ダム

加古川大堰

天ヶ瀬ダム

紀の川大堰

猿谷ダム

大滝ダム

上野遊水地

比奈知ダム

青蓮寺ダム室生ダム

布目ダム

高山ダム

一庫ダム

足羽川ダム
（建設中）

大戸川ダム（建設中）

丹生ダム
（建設中）

川上ダム（建設中）
淀川大堰

足羽川ダム建設事業

（福井県池田町）

円山川自然再生事業円山川自然再生事業

加陽地区湿地再生

（兵庫県豊岡市）

大和川改修事業

堤防耐震対策

（大阪府大阪市、堺市）

紀の川改修事業紀の川改修事業

築堤

（奈良県五條市）

足羽川ダム建設事業
湿地再生箇所で採餌する

コウノトリ

加古川改修事業（河道掘削）加古川改修事業（河道掘削）

河道掘削

（兵庫県高砂市、加古川市）

天ケ瀬ダム再開発事業天ケ瀬ダム再開発事業

（京都府宇治市）

堺市堺区大阪市住之江区

大
和
川→

大和川改修事業大和川改修事業

堤防耐震対策

（大阪府大阪市、堺市）

最大限の洪水調節を行った淀川水系のダム群
（平成２５年台風１８号）

⃝ ⾼規格堤防整備と⺠間住宅開発事業及び⼟地区画整理事業と
を⼀体整備。

⃝ ⼾建住宅や⾼層住宅の建設により、約３，０００⼈が移住し、
枚⽅市内で最多⼈⼝数の都市に成⻑。

⃝ 平成２５年台⾵１８号では、淀川⽔系ダム群の貯⽔容量をフ
ル活⽤した洪⽔調節、瀬⽥川洗堰の４１年ぶりの全閉操作な
ど、最⼤限の洪⽔調節により、下流の⽔位低減に効果を発揮
しました。

木
津
川

三川合流点の状況

宇
治
川

桂
川

自然が多いのが気にいりました。万が一水

が溢れても決壊することがないため、安心し
て暮らせます！！

（伊加賀西地区に移り住んだ住民の声）

淀川の高規格堤防による新たなまちの創出

整備効果事例

瀬田川洗堰

天ヶ瀬ダム

日吉ダム 淀川

After

伊賀賀西町の人口・世帯数の推移
千 万

42

41

40

39

38

※出典：枚方市HP

伊加賀西町 世帯数推移伊加賀西町 人口推移
枚方市 人口推移
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大規模な補修に至る前に予防的な補修を行うことで、橋梁の長寿命化（延命化）
を図るとともに、ライフサイクルコストの縮減に努めます。

事後保全

予防保全

長寿命化とライフサイクルコストの縮減イメージ

健全度

費用(累累計)
評価（比較）期間

経年

経年

補修

予防保全

使用限界 (大大規模)

補修(小小規模 )
1.0
(健健全)

事後保全

近畿地方整備局管内全ての橋梁3,918橋を対象とします。

橋梁の長寿命化を図るため、これまでの「事後保全型」の維持管理から
「予防保全型」の維持管理への転換を目指します。

長寿命化修繕計画は、橋梁定期点検の結果を基に策定し、毎年見直します。

・損傷が深刻化してはじめて大規模
  な修繕を実施

・橋の架け替えサイクルも短い

・きちんと点検し、損傷が深刻化する
  前に修繕を実施

・橋の架け替えサイクルも長くなる

最下層の塗膜まで劣化した
ため、下地処理（錆落とし等）
に多大な費用を要するする

上中層の塗膜劣化時点で
再塗装するため工費が安く、
長期の全体管理費用も安い

事後保全

予防保全

至

奈
良

至

和
歌
山

工事進捗中の大和御所道路
（奈良県御所市）

（秋津高架橋）

写真

近畿圏の環状道路ネットワーク

情報発信
機能

地域の
連携機能

休 憩 機 能

「道の駅」の基本コンセプト

※災害時は、防災機能を発現

■多機能トイレや無料公衆無線LANなど基礎機能の向上
■外国人観光案内所、免税店等の外国人旅行者への対応
■道の駅と大学とが連携し、新たな価値を創造
■重点「道の駅」を選定し、関係機関と連携して総合的に支援

更なる発展のため機能を向上

無料公衆無線LANの設置イメージ

接続画面

外国人観光案内所の設置

JNTO認定
外国人観光
案内所の

シンボルマーク

案内所イメージ

道の駅の新たな展開

「道の駅」は、制度発足から20年、全国の登録数は1059駅（近畿
131駅）となり、従来は、道路利用者の休憩、情報提供、地域連携
の場として活用してきましたが、現在は農業振興、地域の歴史・伝
統文化伝承の場、行政機能等を付加した生活拠点化など様々な取
り組みが実施され、地域の課題を解決するための拠点や「道の駅」
自体が目的地となっています。今後、更なる発展のため、「道の駅」の
機能向上のため、様々な支援を実施していきます。

地域とともにつくる

個性豊かなかなにぎわいの場

至
明
石

至
明
石

至
福
知
山

整備前 整備後

※他に
区画線の見直し、
注意喚起看板など整備

交差点のコンパクト化
（横断歩道の前出し）

至
福
知
山

通学路

交差点が大きいため、

速度を上げた右折車両と
横断歩行者による
衝突事故が発生

175 175

N

対策前 対策後 対策後対策前

岸壁（水深16m)
（改良X耐震）

機能強化の取り組み

和歌山下津港海岸　海南地区 護岸（改良）
津波防波堤
水門

凡　　例

防護区域

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

国際コンテナ戦略港湾背後への
産業集積による「創貨」

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運
　営会社に対する集貨支援

○国際コンテナ戦略港湾背後に立
　地する物流施設の整備に対する
　支援○国際コンテナ戦略港湾における

　積替機能強化のための実証

○コンテナ船の大型化や取扱貨物
　量の増大等に対応するための、
　大水深コンテナターミナルの機
　能強化

○国際コンテナ戦略港湾のコスト
　削減、利便性向上のための取組
　の推進

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運
　営会社に対する国の出資

航路・泊地
（水深16m）

荷役機械

荷役機械

荷さばき地

荷さばき地

神戸港　六甲アイランド地区

大阪港　夢洲地区

泊地（水深16m)
航路・泊地（水深16m）

岸壁（水深16m)
（耐震）（延伸）

耐震化（高台移転建替）

現串本海上保安署
南海トラフ巨大地震時の浸水深５～１０ｍ南海トラフ巨大地震時の浸水深５～１０ｍ

移転予定地
標高約６０ｍｍ

長寿命化事業の主な改修内容

躯体の保護 （例）外壁、屋上防水、建具

防災設備の劣化防止 （例）消火設備、火災報知設備

建物ライフラインの劣化防止（例）給排水設備、受変電設備

膨大な官庁施設ストックを効果的
・効率的に機能維持し、トータル
コストの縮減を図る

（単位 ： 10億米ドル）

新たな取り組み

近畿圏広域地方計画

知と文化を誇り力強く躍動する関西

「魅せる！現場」の取り組み

【現場見学】
 普段は立ち入る事ができない工事現場や
施設を、近畿地方整備局の職員が分かり
易く案内します。

 平成25年10月～平成27年3月までに、
183回開催、5,214人が、魅せる！現場を見
学しました。

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/genba
kengaku/index.html

【現場を支える人々編】

　魅せる！現場「人々編」の専用サイトを開
設。河川、道路、砂防など5箇所の事業で、
現場を支える人々に焦点をあてて、現場で
の苦労話や建設業の魅力を一般の方にも
分かりやすく伝える内容。

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/hitobit
ohen/index.html

クルーズ振興に関する取組
○免税制度の拡充

　訪日外国人の旅行消費を拡大することにより、地域の活
性化を図るため、臨時出店する仮設店舗の免税許可申請が
簡素化されました。

https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/
pdf/yusyutuseido_kaisei2015.pdf
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平成２１年８月

近畿圏広域地方
計画策定

平成２０年７月
国土形成計画
（全国計画）策定

・異次元の高齢化の進展

・都市間競争の激化などグローバリゼーションの進展

・巨大災害の切迫、インフラの老朽化

日本を取り巻く状況変化

・急激な人口減少、少子化と、地域的な偏在の加速

・食料・水・エネルギーの制約、地球環境問題

・コミュニティの弱体化、ライフスタイルの多様化等

・東日本大震災の発生と安全・安心に対する国民意識
の高まり

新たな「国土形成計画」・
｢広｢広域地方計画」の策定に着手

H26.7 国土のグランドデザイン 2050策定

H26.6    国土強靭化基本計画閣議決定

H26.11まち・ひと・しごと創生法成立

H25.11  インフラ長寿命化基本計画策定

H25.6 日本再興戦略閣議決定
（H26.6日本再興戦略改定2014）

H26.6  経済財政運営と改革の基本方針 2014
（閣議決定）

H25.11  南海トラフ地震特別措置法改正

H27.3 新たな国土形成計画（全国計画）
中間とりまとめ

　近畿圏広域地方計画は、国土形成計画法に基づき、「知と文化を誇り力強く躍動する関
西」を目指し、近畿圏（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）を対象に概ね
10ヶ年間の計画で、平成21年8月4日に策定されました。その後、急激な人口減少や高齢化
の進展、災害やインフラの老朽化、環境問題等、日本を取り巻く社会情勢に大きな変化が
あり、平成26年度には国土づくりの理念や考え方を示す「国土のグランドデザイン ２０５０
～対流促進型国土の形成～」や「新たな国土形成計画（全国計画）中間とりまとめ」が行わ
れ、今回新たに「近畿圏広域地方計画」の策定に着手することとなりました。

維持管理研修の充実・強化

■主な交付金事業の紹介（都市・住宅関連）

①地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援

②活力ある地域の形成、豊かに暮らせる生活環境の整備、及び競争力強化のための社会資本の総合的整備

■鉄道の連続立体交差事業（大阪市）

【整備後】【整備前】

経済・地域の活性化を推進する観点から、都市・地域の競争力を強化する成長基盤の整備、「コンパクト＋ネットワーク」の推進や豊かな生
活環境の整備、観光・産業振興の取組の強化など、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用等により官民の多様な関係者が連携して取り組む、あるいは民間投資
を喚起する総合的な整備計画に対して重点的に支援します。

■医療施設や地域交流施設などの都市機能の集約

【整備イメージ】

国土強靱化等の取組により国民の安全・安心の確保を推進する観点から、頻発する風水害・土砂災害や大規模地震・津波に対する総合的
な防災・減災対策、インフラ長寿命化計画を踏まえた総合的な老朽化対策等を緊急に進める総合的な整備計画に対して重点的に支援します。

■住宅の耐震改修（大阪府営住宅）

【整備後】【整備前】

■緊急避難路の整備（高石市）

【整備前】 【整備後】

【整備イメージ】

■避難タワーの整備
（すさみ町）

【整備後】

大規模自然災害が発生した場合もしくは発生する
おそれのある場合に、被災地方公共団体等が行う
被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、
被災地の早期復旧などの災害応急対策に対する
技術的な支援を円滑かつ迅速に実施するために、
国土交通本省及び各地方整備局等に設置された
専門家集団です。

お
被
被
技
国

TEC-FORCE （Technical Emergency Control Force）

応急対策

被災状況調査 情報通信支援

組立・分解

分解組立型バックホウ

被災状況 土砂災害危険箇所の調査
（平成26年8月広島県土砂災害：広島市）

浸水状況 整備局ポンプ車による排水作業
（平成26年8月豪雨：京都府福知山市）

主な活動実績
❖平成２３年３月　東日本大震災
緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）及び被災自治体に対する情報連絡員
（リエゾン）の派遣等　全国から２,８８２名　（延べ１８,１１５人日）

❖平成２６年８月　京都府福知山市、兵庫県丹波市等で
   発生した豪雨災害
緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）及び被災自治体に対する情報連絡員
（リエゾン）の派遣等　全国から１５８名　（延べ３７８人日）

❖平成２６年８月　広島県で発生した土砂災害
緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）及び被災自治体に対する情報連絡員
（リエゾン）の派遣等　全国から４３９名　（延べ２,４３１人日）

自治体支援活動（TEC-FORCEによる
技術指導 福井県若狭町）

整備局と市町村間で｢災害時の応援に関する申し合わせ｣ を締結
地方自治体（市町村）の区域で災害が発生、または災害が発生する恐れがある場合に
おいて、被害の拡大と二次災害防止のため、ＴＥＣ -ＦＯＲＣＥ、リエゾン、災害対策用機械の
派遣を迅速かつ円滑な活動とするために、協定を締結しています。

事業継続計画（ＢＣＰ）とは？
　企業は、災害や事故で被害を受けても、取引先等の
利害関係者から、重要業務の被害を小さくできるだけ
中断しない、できるだけ短い期間で再開することが望ま
れています。この事業継続を追求する計画を「事業継
続計画（ＢＣＰ：Business　Continuity　Plan）」と呼
びます。

これまでの認定会社
　本制度を平成24年度から発足させ、災害時の事業
継続力を有す588社を認定。（平成27年3月20日時点）

災害支援及び市町村との災害協定締結

整備局と各種業団体間で災害協定を締結
　地震、津波、風水害等により災害等の発生やおそれに対して、事前の体制整備、被災後の迅速かつ円滑な緊急応急対応、緊急随契
工事の実施等のため、協定を締結しています。
災害時の建設業事業継続計画（建設業ＢＣＰ）推進
　大規模自然災害に対しては、社会基盤の二次災害防止や緊急対応、早期復旧・復興が最重要課題となります。
このため建設会社等は自社の被害を軽減し、早期に通常業務に復帰するための災害対応力の強化を図る取組が必要であり、その取組が
推進されることを期待し、近畿地方整備局では災害時の建設事業継続力認定制度を実施しています。

各種団体との災害時協定・建設業事業継続計画（建設業ＢＣＰ）

日々の訓練成果を 実災害対応へ生かす

▲道路啓開▲航路啓開

■ 被災想定

・南海トラフ巨大地震（マグニチュード：Mw9.1）発生 最大震度７

・ 「南海トラフ巨大地震対策計画近畿地方地域対策計画（第1版）」で

想定する5つの深刻な事態を想定

①紀伊半島沿岸部における津波

②大阪平野における津波

③密集市街地における家屋倒壊、火災

④公共交通等における重大な事故

⑤コンビナートにおける火災、油流出

■ 参加機関 156機関（国・地方公共団体・指定公共機関・その他関係

機関等）

■ 参加人数 訓練参加者 約5,000名（来賓及び一般見学者含む）

▲自衛隊機によるTEC隊員輸送 ▲北海道ＴＥＣ隊員による
ﾎﾟﾝﾌﾟ車での緊急排水

南海トラフ巨大地震対策計画を策定
　国土交通省は、南海トラフ巨大地震の発生時の対応として、「南海トラフ巨大地震対策計画」、「近畿地方地域対策計画」を平成26年
4月1日に策定し、国土交通省が総力を挙げて取り組むべき対策をとりまとめました。
南海トラフ巨大地震を想定し広域的かつ実践的訓練を実施
　地震による大規模津波の被害軽減を目指すとともに、津波に対する知識の普及・啓発を図るため、広域的かつ実践的な訓練を平成
26年11月8日に和歌山県和歌山市（本会場）及び大阪府堺市において実施しました

南海トラフの巨大地震・津波等の大規模自然災害に対する危機管理対応

「国土交通省Ｃバンドレーダーで解析した台風１８号の降雨状況」

平成２５年９月１６日３時

　近年、高度成長期に建設
された橋梁等の老朽化が進
展し、通行止めになる区間
が急激に増加しています。
このため、平成２６年３月
に道路法施行規則が改正さ
れ、５年に１度すべての橋
梁・トンネル等の点検・診
断を行うことが道路管理者
に義務づけられましたが、
自治体では技術者の不足が
課題となっています。そこ
で、近畿地方整備局では、
自治体職員も参加できる整
備局技術職員対象の研修を
行い、技術力向上の支援を
しています。

水門整備前

水門整備後（イメージパース図）

由良川緊急治水対策


